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令和 7 年度地域内フィーダー系統確保維持計画について 
 

１ 目的 

 デマンドタクシーうぐいす号の運行に際しては、地域内フィーダー系統確保

維持費国庫補助金（フィーダー補助金）を活用して運行しており、昨年度の収支

率等から令和７年度（R6.10～R7.9）の目標値を次の表のとおりとします。 
 

 R５ R10 目標値 (R10-R5)/5 R7 目標値 

利用者数 4,254 人 5,000 人 149 人 4,550 人 

収支率 13.7％ 14.0% ― 14.0% 

収支差 4,784 千円 5,350 千円 113 千円 5,000 千円 

(国庫補助金) (1,972 千円)    
 
フィーダー系統確保維持計画提出に際しては、協議会で議論し承認を得るこ

とが必要なため、この度令和 7 年度(令和 6 年 10 月～令和 7 年 9 月)のフィー

ダー補助金交付に向けて協議会に諮るものです。 

 

２ 運輸局提出資料 

・地域公共交通計画認定申請書 (p4) 

・地域公共交通計画別紙 (p5-p8) 

・資料① 運行路線図 (p9) 

・資料② ダイヤ (p10) 

・資料③ 指定地域周辺図 (p11) 

・別添表 表 1 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系

統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統）(p12) 

・別添表 表 5 地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 (p13) 

（・府中町地域公共交通計画（計画本体、本日の資料になし）） 

 

３ 計画認定申請～補助金交付までの流れ 
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様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番） 

 第１号 

令和６年６月２８日 

 

 

 国土交通大臣 殿 

 

 

氏名又は名称 府中町公共交通協議会 

住    所 広島県安芸郡府中町  

大通三丁目５番１号 

代表者氏名             

 

 

 

地域公共交通計画認定申請書 

 

 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定めたの

で、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 
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令和６年６月２８日 

 

（名称）府中町公共交通協議会 
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

府中町では、JR山陽本線のほか、広島市中心部方面へ向かうバス路線が多数運行して

おり、広域移動を支える幹線としての役割を果たしている。また、広島電鉄の路線バス

２号線は町内を広くカバーしており、域内の重要な公共交通ネットワークを形成してい

るほか、コミュニティバス「つばきバス」が路線バスを補完する形で町内を循環運行し

ている。 

その中で、公共交通不便地域となっていた桜ヶ丘・清水ヶ丘地域においては、住民の

地域内外の移動手段確保を目的に、府中町と協定を締結した広島第一交通（株）が、令

和４（2022）年10月より予約制のデマンド型乗合タクシー「うぐいす号」を運行してい

る。これにより、清水ヶ丘・桜ヶ丘地域の利用者の自宅と、町内の主要施設かつ交通結

節拠点であるイオンモール広島府中などの６箇所ある共通乗降場所をドアツードアで

結ぶことができ、これまで移動が困難となっていた住民の重要な移動手段となってい

る。 

うぐいす号は、バス停までの距離が遠く、高低差が大きい桜ヶ丘・清水ヶ丘地域にお

いて、基幹交通となる駅やバス停までのアクセスを担っています。当該地区では公共交

通の利用しにくさが外出機会の喪失につながっていたことから、地域住民の移動手段と

して重要な役割を果たしている。一方で、自治体や事業者の運営努力だけでは路線維持

が難しく、地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持することで、住民の生活

交通手段を存続させていくことが必要である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

清水ヶ丘・桜ヶ丘地域デマンド型乗合タクシー「うぐいす号」の利用者数の令和 7 年

度目標値を年間 4,550人以上とする。 

また収支率の令和 7 年度目標値を 14％以上、収支差の令和 7 年度目標値を 5,000 千円

以下とする。 

（府中町地域公共交通計画 Ｐ51 参照） 

（２）事業の効果 

当該デマンド運行の維持により、対象地域の高齢者等の移動手段を確保することがで

き、町内の公共交通不便地域を概ね解消することが可能である。 

これにより、住民の外出機会の損失を防ぎ、地域住民の健康寿命の伸長や人口減少の

下げ止まりが期待される。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・公共交通不便地域となっている桜ヶ丘・清水ヶ丘地域において、令和４年 10月よりデ

マンドタクシー「うぐいす号」を運行している。 

・今後、アンケート調査などにより利用実態を踏まえ住民の移動ニーズを把握しつつ、

サービス向上や利用促進に取り組むとともに、つばきバスと併せて町内の円滑な移動

手段確保に向けた公共交通網の形成に取り組む。 

（府中町地域公共交通計画 Ｐ55 参照） 
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４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

系統名    清水ヶ丘・桜ヶ丘地域デマンド運行 

運行形態 区域デマンド型 

運行日・便数 平日：7便（8:00～18:50）、土曜日：6便（8:10～17:45） 

運賃 通常 200 円、小学生または障害者及びその介助人は 100 円、小学生かつ

障害者は 50円、小学生未満は無料 

運送予定者  広島第一交通株式会社 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

  地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る清水ヶ丘・桜ヶ丘地域デマンド

運行について、令和 5 年度(R5.4～R6.3)の運行に係る費用総額約 550 万円のうち、府中

町から運行事業者への負担金については、運行収入及び国庫補助金を運行経費から差し

引いた差額分、約 275万円となっている。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

 ・利用者数及び運行回数、収支について、数値指標によるモニタリング・評価を実施 

・利用者アンケートを実施 

・適宜住民からの意見を聴取  等 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

当該地域は、府中町北部の丘陵地帯に位置しており、昭和４０年代に造成された住宅団

地の一部である。 

最寄りの駅またはバス停までの距離や高低差があるため、平成３１年１月に実施した住

民アンケートでは、公共交通の利用しやすさについて「不満」「どちらかといえば不満」と

の回答が７割を超え、公共交通が利用しにくいことで外出に困ることが「よくある」「時々

ある」との回答も７割を超えており、外出機会減少の原因となっている。 

主に町の平地部を運行する幹線交通である広電バス２号線のバス停からは、最短経路で

１ｋｍ以上、高低差５０ｍ以上となっており、利用が困難な状態にある。 

また、幹線交通を補完する支線であるコミュニティバス「つばきバス」は、団地入口ま

での運行となっており、バス停からは、最短経路で３００ｍ以上、高低差２５ｍ以上あり、

縦断勾配が８％を超える場所も多く存在するため、高齢化が進む当該地域において、当該

住民が日常生活を送るうえで、公共交通の利用が極めて不便な状況にある。 

地域住民からは「バス停までの徒歩移動が困難であり、団地内までバスを運行してほし

い」といった要望が多く寄せられているが、地域内の道路は幅員が狭く見通しも悪いた
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め、小型のつばきバスでも運行に支障があり路線延長は困難な状況にある。 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

 

・平成 30年 2月 21日（第１回） 

・令和元年 11月 28日（第 5回） 

 

・令和 2年 10月 19日（第 6回） 

 

 

 

府中町公共交通協議会発足 

府中町地域公共交通網形成計画の策定につい

て報告 

桜ヶ丘・清水ヶ丘地域における新たな公共交

通手段の導入について協議 
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・令和 3年 2月 3日（第 7回） 

・令和 4年 3月 18日（第 8回） 

 

・令和 4年 6月 22日（第 9回） 

 

・令和 5年 6月 30日（第 11回） 

 

・令和 5年 12月 20日（第 12回） 

 

 

・令和 6年 2月 22日（第 13回） 

・令和 6年 6月 28日（第 14回） 

 

デマンドタクシーの導入検討について協議 

デマンドタクシー本運行許可に係る申請につ

いて協議 

令和５年度地域内フィーダー系統確保維持計

画について協議 

令和６年度地域内フィーダー系統確保維持計

画について協議 

府中町地域公共交通計画の改訂について協議 

令和５年度地域内フィーダー系統確保維持事

業の事業評価の実施 

府中町地域公共交通計画（素案）を承認 

令和７年度地域内フィーダー系統確保維持計

画について協議（予定） 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

・令和３年８月より実証運行を行い、同年９月に利用者を対象にアンケートを実施。 

・また、令和３年 12月に清水ヶ丘・桜ヶ丘町内会区域の全世帯を対象にアンケート調査を

実施。 

・それらの結果を踏まえ、本格運行では運行日、使用車両、乗降場所等の変更を行った。 

 
※うぐいす号は天神川駅やイオンモール広島府中に向かう際に一部広島市を運行しているが、

うぐいす号は府中町の清水ヶ丘・桜ヶ丘地域の住民を対象とした事業であり、広島市は費用

負担をしておらず、当該事業を地域内フィーダー系統確保維持事業として補助申請を行って

いないため、交通計画にうぐいす号の位置づけを行っていない。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）広島県安芸郡府中町大通三丁目５－１ 

（所 属）府中町建設部都市整備課都市計画係  

（氏 名）山本 優樹             

（電 話）082-286-3181            

（e-mail）toshiseibi@town.fuchu.hiroshima.jp                  
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和７年度

起点 経由地 終点 運行態様の別

基準ハで
該当する
要件
（別表７・
９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

回日

日 回

日 回

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

(2)

(4)

(3)

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

系統
キロ程

広島第一交通（株） (1)
清水ヶ丘・桜ヶ丘地域
デマンド運行

－
・清水ヶ丘2番～15番
・桜ケ丘1番～18番、19番
1号～6号

－

府中町

(5)

日 回
復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

③

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

運行系統
地域内フィーダー系統の基準適合

（別表７・別表９・別表１０）

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

296日 3464回 区域運行 ②(2)
天神川駅で
ＪＲ山陽本線と接続

運
送
継
続
特
例
措
置
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通
不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

府中町地域公共交通計画 令和6年3月31日

453 清水ヶ丘２番～９番 局長指定

401 桜ヶ丘１番～１５番 局長指定

交通不便地域等 合計  854

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 府中町

人　口

人口集中地区以外
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